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建設工事の請負契約等に係る競争入札の参加者の資格等 

 

 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項および第１６７条の１１第

２項の規定に基づき、福井県が発注する建設工事の請負契約または建設工事に係る測量、調査もし

くは設計もしくは道路清掃の業務で福井県が発注するものの委託契約に係る一般競争入札または

指名競争入札（以下これらを「競争入札」という。）に参加するものに必要な資格（以下「資格」

という。）および当該資格の審査（以下「資格審査」という。）の申請の時期、方法等を次のように

定め、平成１０年１２月１日から施行する。 
 なお、建設工事の請負契約等に係る競争入札の参加者の資格等（昭和６３年福井県告示第６６０

号）は、平成１０年１２月１日から廃止する。 
 
１ 競争入札に参加することができるものの資格 
  競争入札に参加することができるものは、２に定める要件に該当し、かつ、３に定める要件に

該当しないもので、知事の行う資格審査により資格を有すると決定されたものとする。 

 
２ 資格審査を受けることができるもの 
  資格審査を受けることができるものは、次のいずれかに該当するもので、納期限の到来してい

る福井県の県税、法人税または申告所得税、消費税および地方消費税のすべてを完納しているも

のとする。 
（１）建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第３条第１項の許可を受け

て建設業を営む者（以下「建設業者」という。）で、知事が別に定める審査の基準とする日

（以下「審査基準日」という。）の直前１年の事業年度の決算日を基準とする法第２７条の

２３第１項の規定に基づく経営に関する客観的事項の審査（以下「経営事項審査」という。）

の申請をしたもの 
 （２）経営事項審査の申請をした２以上の建設業者により年間を通じて共同して建設工事を請け

負うことを目的として結成された経常建設共同企業体であって別に定める要件を満たすも

の（以下「共同企業体」という。）。ただし、共同企業体を構成する各建設業者（以下「構成

員」という。）については、当該共同企業体として請け負う建設工事の種類と同一の種類の

建設工事に係る資格審査の申請をすることはできないものとする。 
 （３）次のいずれかに該当する者（以下「測量業者等」という。） 
   ア 測量法（昭和２４年法律第１８８号）第５５条第１項の登録を受けて測量業を営む者 
   イ 建築士法（昭和２５年法律第２０２号）第２３条第１項の登録を受けて同項に規定する

業務を行う者 
   ウ 建設コンサルタント登録規程（昭和５２年建設省告示第７１７号）第２条第１項の登録

を受けた建設コンサルタント 
   エ 地質調査業者登録規程（昭和５２年建設省告示第７１８号）第２条第１項の登録を受け

て地質調査業を営む者 
   オ 補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）第２条第１項の登

録を受けた補償コンサルタント 
   カ その他建設工事に関連する調査、分析等を行う者 
 （４）道路清掃業を営む者（以下「道路清掃業者」という。） 
  
３ 資格審査を受けることができないもの 
  ２にかかわらず、次のいずれかに該当するものは、資格審査を受けることができないものとす

る。 
 （１）審査基準日の直前２年の事業年度における当該申請に係る建設工事の業種についての年間

平均完成工事高が２５０万円以下の建設業者または各構成員ごとの当該業種についての年
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間平均完成工事高がいずれも２５０万円以下である共同企業体 
 （２）次のいずれにも該当しない建設業者または建設業者で構成される共同企業体 
  ア 建設業退職金共済制度に加入しているもの 
  イ 中小企業退職金共済制度に加入しているもの 
  ウ 特定退職金共済制度に加入しているもの 
  エ 退職一時金制度を有しているもの 

 （３）電気工事に係る資格審査の申請をする者で、電気工事業の業務の適正化に関する法律（昭

和４５年法律第９６号）第３４条第４項の規定による届出をしていないもの 
 （４）県内に主たる営業所（法第３条第１項の営業所のうち同項の許可に係る営業所をいう。以

下同じ。）を有する建設業者のうち次のいずれかに該当する者または構成員のいずれもが次

のいずれかに該当する共同企業体 
  ア 法面処理工事に係る資格審査の申請をする者で、モルタル吹きつけ機（モルタル吹き付

けに必要な附属物一式を含む。）、種子吹きつけ機（種子吹き付けに必要な附属物一式を含

む。）およびボーリングマシーン（アンカー工または鉄筋挿入工に使用できるものに限る。）

のいずれをも所有（リース期間が資格の有効期間の末日以降に及ぶもので中途に解約する

ことが禁止されているリース契約により使用する場合を含む。イにおいて同じ。）してい

ないもの 
  イ ほ装工事に係る資格審査の申請をする者で、アスファルトフィニッシャー、タイヤロー

ラーおよびマカダムローラー（これらと同等の機能を有するものを含む。）のいずれかを

所有していないもの 
 （５）次のいずれかに該当する建設業者または構成員のいずれかが次のいずれかに該当する共同

企業体 
   ア 福井県競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に登載されている他の

建設業者（資格を有すると決定された建設工事の種類が重複しない者を除く。イにおいて

同じ。）の営業所（資格者名簿に登載されているものに限る。以下アにおいて同じ。）から

独立した営業所を有しない者 
  イ 資格者名簿に登載されている他の建設業者の競争入札に関する業務に従事する者が自

社の競争入札に関する業務を兼務している者 
 （６）審査基準日の直前２年の営業年度における当該申請に係る測量業務等の業種についての年

間平均契約金額が１００万円以下の測量業者等（２（３）カに該当する者を除く。） 
 （７）道路清掃車を所有していない道路清掃業者 
 
４ 資格審査の申請の時期および方法 
 （１）資格審査の申請は、次に掲げるアおよびイの区分に応じ、それぞれ当該アおよびイに掲げ

る期間にしなければならない。ただし、当該期間に申請することができない特別の事情があ

ると知事が認めたときは、この限りでない。 
   ア 建設工事 平成２２年度（県の会計年度とする。以下同じ。）および同年度から隔年度

ごとの年度の１１月１日から１２月３１日までの期間 
  イ 測量業務等および道路清掃業務 平成２３年度および同年度から隔年度ごとの年度の

１１月１日から１２月３１日までの期間 
 （２）（１）の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合においては、知事が別に定める

期間に資格審査の申請をすることができるものする。 
  ア 福井県に対して新規に資格審査の申請をする場合 
  イ 現に資格を有すると決定された業種以外の業種について新たに資格審査の申請をする

場合 
  ウ （１）に定める期間に資格審査の申請をした場合において、資格を有しないと決定され

たとき 
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（３）資格審査の申請は、競争入札参加資格審査申請書（以下「資格審査申請書」という。）に、

別表第１の左欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる書類（以下「添付書類」と

いう。）を添えてするものとする。 
  
５ 資格審査申請書および添付書類の提出先および提出部数 
（１）資格審査申請書および添付書類の提出先は、次のアからウまでに掲げる区分に応じ、それ

ぞれ当該アからウまでに掲げるとおりとする。 
ア 県内に主たる営業所を有する建設業者および共同企業体 
  主たる営業所の所在地（共同企業体にあっては、その代表者の主たる営業所の所在地）を

所管する土木事務所 
イ 県外に主たる営業所を有し、かつ、県内の従たる営業所（法第３条第１項の営業所のうち

主たる営業所以外の営業所をいう。以下同じ。）に契約を締結する権限を委任する建設業者 
  従たる営業所の所在地を所管する土木事務所 
ウ アおよびイのいずれにも該当しないもの 
  土木部土木管理課 

（２）資格審査申請書および添付書類の提出部数は、資格審査申請書にあっては１部、添付書類

にあっては別表第１に掲げる添付書類の区分に応じ、それぞれ同表に掲げるとおりとする。 
 
６ 資格審査および格付け 
（１）資格審査申請書を提出したものの資格の有無は、申請者の経営規模、経営状況等を総合的

に勘案して決定するものとする。ただし、県内に主たる営業所を有する建設業者または共同

企業体（構成員のいずれもが県内に主たる営業所を有する共同企業体に限る。）の資格につ

いては、次の事項を併せて勘案して決定する。 
  ア 技術力 
  （ア）工事成績 
     建設工事の種類ごとの福井県が発注する建設工事（以下「県発注工事」という。）に

おける工事成績 
  （イ）優良工事表彰等 
     県発注工事における表彰その他の表彰の有無 
  （ウ）安全管理措置の不適切に基づく指名停止措置 
     安全管理措置の不適切に基づく指名停止措置の有無 
  （エ）ＩＳＯ９００１の認証取得 
     ＩＳＯ９００１の認証取得の有無 
  イ 経営力 
  （ア）経営状況 
     会社等の経営の状況 
  （イ）経営基盤強化の状況 
     会社の合併等の有無 
  ウ 信頼性 
  （ア）不正行為等に基づく指名停止措置等 
     不正行為等に基づく指名停止措置および指名除外の有無 
  （イ）監督処分 
     法に基づく監督処分の有無 
  エ 社会性 
  （ア）ＩＳＯ１４００１等の認証取得 
     ＩＳＯ１４００１およびエコアクション２１の認証取得の有無 
  （イ）障害者雇用 



４ 

     障害者雇用の状況 
  （ウ）次世代育成雇用環境整備 
     次世代育成のための雇用環境整備への取組み状況 
  （エ）緊急災害時等における貢献度 
     緊急災害時等における貢献の有無 
（２）資格審査は、別表第２の左欄に掲げる建設工事等の種類に応じそれぞれ同表の右欄に掲げ

る業種ごとに行うこととし、資格を有すると決定したものについては、資格者名簿に登載す

るものとする。 
（３）資格者名簿への登載を行う場合においては、別表第３の左欄に掲げる建設工事にあっては、

当該建設工事の種類の区分に応じそれぞれ同表の右欄に掲げる等級（以下「格付け」という。）

を付して行うものとする。 
（４）資格審査の結果は、申請者に対し、書面により通知する。 
（５）資格者名簿に登載された者（以下「有資格者」という。）の資格審査の結果については、

一般の閲覧に供するものとする。 
 
７ 共同企業体の資格審査の取扱い 
  共同企業体の資格審査については、この告示に定めるもののほか、知事が別に定めるところに

よる。 
 
８ 変更等の届出 
（１）有資格者は、次のいずれかに該当したときは、書面により、当該該当した日から３０日以

内に、その旨を知事に届け出なければならない。 
  ア 資格審査申請書に記載した事項に変更があったとき。 
  イ 契約を締結する権限を委任したとき。 
  ウ 契約を締結する権限を委任している場合において、委任者の発行する委任状に記載した

事項に変更があったとき。 
  エ ２に該当しなくなったとき。 
  オ ３に該当することとなったとき。 
（２）有資格者が次のアからエまでのいずれかに該当することとなったときは、当該アからエま

でに定める者は、書面により、速やかに、その旨を知事に届け出なければならない。 
  ア 死亡したとき その相続人 
  イ 法人が破産により解散したとき その破産管財人 
  ウ 法人が合併または破産以外の事由により解散したとき その清算人 
  エ 資格を有すると決定された業種の営業を休止し、または廃止したとき 有資格者 
（３）（１）および（２）の変更等の届出に関する書面の提出先については、５（１）の規定を

準用する。 
 
９ 資格の承継 

（１）有資格者の営業を実質的に承継した者は、知事の承認を受けて当該有資格者の資格を承継

することができる。 
（２）資格の承継について必要な事項は、別に定める。 

 
１０ 資格の再審査 

（１）有資格者は、合併、営業の譲り受け等を行った場合には、再度の資格審査の申請をするこ

とができる。 
 （２）再度の資格審査について必要な事項は、別に定める。 
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１１ 資格の有効期間 
  資格の有効期間は、資格者名簿に登載した日から次回の申請（４（１）の申請に限る。）に基

づいて作成する資格者名簿に登載した日の前日までとする。 
 
１２ 資格の取消しおよび停止 
 （１）知事は、有資格者が次のいずれかに該当するときは、原則として、資格を取り消すものと

する。 
  ア ２に該当しなくなったとき。 
  イ ３に該当することとなったとき。 
  ウ １年７月前の日の直後の事業年度終了の日以後に経営事項審査を受けていないとき。 
  エ 資格審査申請書に事実と異なる事項を記載したことが判明したとき。 
  オ 破産手続開始の決定があったとき。 
  カ その他知事が必要と認めるとき。 
（２）知事は、有資格者が次のいずれかに該当するときは、相当の期間（イに掲げる場合にあっ

ては、当該変更の届出を受理した日後に行われる資格審査の申請のうち直近のものに係る資

格の適用の日の前日まで）、資格を停止するものとする。 
   ア ８の変更等の届出をしなかったとき。 
   イ ８（１）アの規定による変更の届出をした場合で、変更前の営業所の所在地を所管する

土木事務所と変更後の営業所の所在地を所管する土木事務所とが異なるとき。 
   ウ ９に規定する資格の承継の承認申請をしたとき。 
   エ その他知事が必要と認めるとき。 
 
１３ 電子情報処理組織による手続等 
（１）知事は、４（３）または８の規定により書面で行うものとされている申請または届出を、

福井県行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１８年福井県条例第５

７号）第３条第１項に規定する電子情報処理組織を使用して行わせることができる。 
（２）（１）の規定により行われた申請または届出については、４（３）または８の規定により

書面で行われた申請または届出とみなす。 
 
１４ その他 
  この告示に定めるもののほか、資格審査に関し必要な事項は、別に定める。 
 
１５ 経過措置等 
（１）この告示の施行の際現にこの告示による廃止前の建設工事の請負契約等に係る競争入札の参

加者の資格等（以下「旧告示」という。）による資格を有するもので、平成９・１０年度福井

県競争入札参加資格者名簿に登載されているものは、この告示による資格を有するものとみな

す。ただし、この場合における当該資格の有効期限は、平成１１・１２年度福井県競争入札参

加資格者名簿の作成がなされる日の前日（旧告示による資格を有する共同企業体で県発注工事

（当該作成がなされる日以後において引き続き施工されているものに限る。）を施工している

ものおよびその構成員にあっては、当該作成がなされる日以降において当該県発注工事の請負

契約の履行が完了する日）とする。 
（２）この告示の施行の際現に３（１）に該当するものについては、平成１０年度を基準年度とす

る資格審査に限り、その年間平均売上高（共同企業体にあっては、各構成員ごとの年間平均完

成工事高）が３（１）に定める金額の２分の１程度以下の金額である場合を除き、この告示の

施行の日以後においても、この告示による申請をすることができる。 
（３）６（５）による閲覧については、平成１０年度を基準年度とするこの告示による資格審査に

より決定された格付けから実施するものとする｡ 
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（４）この告示に別段の定めがある場合を除き、この告示の施行前に旧告示によりなされた処分、

手続その他の行為は、この告示の相当の定めによりなされた処分、手続その他の行為とみなす。 
（５）改正前の６（２）の規定により資格者名簿に登載されているものは、改正前の８に規定する

有効期間内は改正後の規定により資格を有する者とみなす。 
（６）平成１４年度を基準年度とするこの告示による資格審査においては、改正後の４（１）の規

定にかかわらず、平成１５年 1 月３１日までに行われた資格審査の申請は、知事が適当と認め

る場合には期間内に行われたものとみなす。 
（７）平成１６年福井県告示第６１６号による改正後の６（１）ウ（イ）およびエ（ウ）の規定は、

平成１８年度を基準年度とする資格審査から適用する。 
（８）平成１６年福井県告示第６１６号による改正後の１１の規定は、平成１６年度を基準年度と

する資格審査を受けた有資格者から適用する。 
（９）平成１８年福井県告示第４８３号による改正後の３および６の規定ならびに改正後の別表第

１の規定は、平成１８年度および平成１９年度の資格審査の申請（４（１）の申請に限る。）

から適用する。 
（１０）平成２２年福井県告示第５３６号による改正後の規定は、平成２２年１１月１日から適用

し、平成２０年度を基準年度とする資格審査については、なお従前の例による。 



７ 

別表第 1 
区分 添付書類 

⑴ 県内に主た

る営業所を有

する者（コから

ソまでに掲げ

る書類にあっ

ては、該当があ

る 場 合 に 限

る。） 

ア 経営規模等評価結果通知書(法第 27 条の 27 の規定による通知の文書

をいう。以下この表において同じ。)および総合評定値通知書(法第 27

条の 29 第 1 項または第 3 項の規定による通知の文書をいう。以下この

表において同じ。)の写し １部 

イ 経営規模等評価申請書および総合評定値請求書において工事種類別

完成工事高および工事種類別元請完成工事高の計算基準の区分を３年

平均としている場合にあっては、その経営規模等評価結果申請書および

総合評定値請求書に添付した建設業法施行規則様式第25の11別紙１の

写し １部 

ウ とび・土工・コンクリート工事完成工事高内訳調べ(とび・土工・コ

ンクリート工事に係る資格審査を申請する場合に限る。以下この表にお

いて同じ。) ２部 

エ 法人にあっては登記事項証明書、個人にあっては市町長の発行する身

元証明書 １部 

オ 県税、法人税または申告所得税、消費税および地方消費税の納税証明

書 １部 

カ 退職一時金制度を有していることを証する書類（アの経営規模等評価

結果通知書および総合評定値通知書に、建設業退職金共済制度加入につ

いて「無」と表示されている場合に限る。） １部 

キ 電気工事業を開始した旨の届出受理書の写し(電気工事に係る資格審

査を申請する場合に限る。以下この表において同じ。)  １部 

ク 営業用機械器具調べ ３部 

ケ 常勤技術者調べ ３部 

コ 福井県内で施工した建設工事に係る発注者の優良工事等表彰または

厚生労働大臣もしくは都道府県労働局長の労働安全表彰を受けたこと

を証する書類 １部 

サ ISO9001 および ISO14001 またはｴｺｱｸｼｮﾝ 21 の登録証の写し １部 

シ 障害者雇用報奨金の支給を受けていることを証する書類 １部 

ス 次世代育成支援対策推進法(平成 15年法律第 120号。以下「推進法」

という。)第 12条の規定に基づく一般事業主行動計画を策定し、その旨

を厚生労働大臣に届け出ていることを証する書類および推進法第 13 条

の規定に基づく認定を受けていることを証する書類 １部 

セ 災害協定の写し（アの経営規模等評価結果通知書および総合評定値通

知書に、防災協定の締結の有無について「無」と表示されている場合に

限る。以下同じ。） １部 

ソ 消防団協力事業所表示証の写し １部 

１ 

建
設
業
者 

⑵ 県外に主た

る営業所を有

する者 

ア ⑴のアからキまでに掲げる書類 
イ 建設業許可証明書 １部 
ウ 営業所一覧表 １部 
エ 営業所調査書（県内に従たる営業所を有する者に限る。） １部 



８ 

 ⑶ 共同企業体

（シからチま

でに掲げる書

類については、

構成員のいず

れもが県内に

主たる営業所

を有する建設

業者である場

合であって、該

当がある構成

員がいるとき

に限る。） 

ア 経営規模等総括表 １部 

イ 構成員に係る経営規模等評価結果通知書および総合評定値通知書の

写し １部 
ウ 構成員に経営規模等評価申請書および総合評定値請求書において工

事種類別完成工事高および工事種類別元請完成工事高の計算基準の区

分を３年平均としている者がある場合にあっては、当該構成員に係るそ

の経営規模等評価結果申請書および総合評定値請求書に添付した建設

業法施行規則様式第 25の 11 別紙１の写し １部 

エ 構成員に係る建設業許可証明書（県内に主たる営業所を有しない構成

員のものに限る。） １部 

オ 共同企業体協定書 １部 

カ 営業用機械器具調べ ３部 

キ とび･土工･コンクリート工事完成工事高内訳調べ ２部 
ク 構成員が法人の場合にあってはその構成員に係る登記事項証明書、構

成員が個人の場合にあってはその構成員に係る市町村長の発行する身

元証明書 １部 
ケ 構成員に係る県税（県内に営業所を有する構成員のものに限る。）、法

人税または申告所得税、消費税および地方消費税の納税証明書 １部 
コ 構成員が退職一時金制度を有していることを証する書類（イの経営規

模等評価結果通知書および総合評定値通知書に、建設業退職金共済制度

加入について「無」と表示されている構成員のものに限る。） １部 

サ 構成員に係る電気工事業を開始した旨の届出受理書の写し １部 
シ 構成員に係る福井県内で施工した建設工事に係る発注者の優良工事

等表彰または厚生労働大臣もしくは都道府県労働局長の労働安全表彰

を受けたことを証する書類 １部 

ス 構成員に係る ISO9001 および ISO14001 またはｴｺｱｸｼｮﾝ 21 の登録証の

写し １部 
セ 構成員が障害者雇用報奨金の支給を受けていることを証する書類 

１部 
ソ 構成員が推進法第 12 条の規定に基づく一般事業主行動計画を策定

し、その旨を厚生労働大臣に届け出ていることを証する書類および推進

法第 13条の規定に基づく認定を受けていることを証する書類 １部 
タ 構成員に係る災害協定の写し（イの経営規模等評価結果通知書および

総合評定値通知書に、防災協定の締結の有無について「無」と表示され

ている構成員のものに限る。以下同じ。） １部 
チ 構成員に係る消防団協力事業所表示証の写し １部 

２ 測量業者等 

ア 測量業務等登録証明書の写し １部 

イ 常勤技術者調べ １部 

ウ 県内完成工事高等調べ １部 

エ 業務状況一覧表 １部 

オ 法人にあっては登記事項証明書、個人にあっては市町村長の発行する

身元証明書 １部 

カ 業務経歴書 １部 

キ 現況報告書(建設コンサルタント、地質調査または補償コンサルタン

トに係る資格審査の申請をする場合に限る。)  １部 

ク 県税(県内に営業所を有する場合に限る。)、法人税または申告所得税、

消費税および地方消費税の納税証明書 １部 



９ 

ケ コンサルタント等登録部門一覧表（建設コンサルタント、地質調査ま

たは補償コンサルタントに係る資格審査の申請をする場合に限る。） 

１部 

３ 道路清掃業者 

ア 営業用機械器具調べ １部 

イ 県内完成工事高等調べ １部 

ウ 業務状況一覧表 １部 

エ 業務経歴書 １部 

オ 法人にあっては登記事項証明書、個人にあっては市町村長の発行する

身元証明書 １部 

カ 県税(県内に営業所を有する場合に限る。)、法人税または申告所得税、

消費税および地方消費税の納税証明書 １部 

キ 道路清掃車の車検証の写しその他当該道路清掃車を有することを証

する書類 １部 

 （注) 

１ 経営規模等評価結果通知書および総合評定値通知書は、資格審査に係る審査基準日の直前 1年間

における事業年度の決算日を基準として行われた経営事項審査に係るものに限る。 

２ ４（１）アの規定による資格審査の申請をする場合に限り、資格審査の申請時において経営規模

等評価結果通知書および総合評定値通知書の交付を受けていない者は、前号の規定にかかわらず、

知事が指定する日までに、同号の規定に係る経営規模等評価申請書および総合評定値請求書の写し

を提出することにより、経営規模等評価結果通知書および総合評定値通知書の提出に代えることが

できるものとする。 

 
別表第２ 

建設工事の種類 業 種 
建設工事  法別表の上欄に掲げる区分に応じそれぞれ同表の下欄に掲げる業種。ただ

し、とび・土工・コンクリート工事業については、法面処理工事業、交通安

全施設工事業およびとび・土工・コンクリート(その他)工事業に区分する 

測量業務等 測量業 

建築関係コンサルタント業 

建設コンサルタント業 

地質調査業 

補償コンサルタント業 

一般調査業 

道路清掃業務 道路清掃業 

 
別表第３ 

建設工事の種類 等級 
土木一式工事および建築一式工事 Ａ、Ｂ、ＣおよびＤ 
電気工事、管工事および鋼構造物工事 Ａ、ＢおよびＣ 
ほ装工事、塗装工事および造園工事 ＡおよびＢ 

 


